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社会ネットワークと人的資本の外部性について

一外部性の内部化と@fGrameenphone"-

佐々木啓介

本論は，人的資本の外部性を伴う社会ネットワークの形成水準が内生的に決定される経済動学モ

デルを新たに設定し，それを用いて，公企業や民間の非営利企業の参入による外部性の内部化につ

いて考察する．そこでは，バングラデシュのグラミンフオン(Grameenphone),及びグラミン・

テレコム(GrameenTelecom)を事例として採り上げ，この文脈の中で公企業や民間の非営利企

業の参入による外部性の内部化が社会ネットワークに帰属する各家計の厚生水準にどのような影響

を与えるのか明示的に分析が加えられている．本論において仮定された諸条件の下では，仮に理想

な公企業が最適な再配分を実行した場合でも社会ネットワークの形成水準が過小になり得ることが

示され，民間の非営利企業の参入が社会ネットワークの形成水準と人的資本ストックの蓄積水準を

改善し，各家計の所得成長率ないしは効用水準を上昇させるケースが経済動学モデルによって描写

されている．

keywords:社会ネットワーク，人的資本の外部性外部性の内部化非営利企業，公企業
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(GrameenTelecom)を事例として採り上げ，こ

の文脈の中で公企業と民間の非営利企業の参入に

よる外部性の内部化について考察している．

これまで人的資本ストックに関する研究は多

数存在し，この領域では必ず引用されるBecker

[1965]による家計内時間配分の分析をそのI言矢

とすることが多い．また経済成長と技術スピル

オーバーによる外部性の分析ではRomer[1990]

などが代表的文献である．これらの代表的な文

献を端緒として，これまで人的資本蓄積の意思

決定や経済成長に関する数多くの分析が行われ

ている[．本稿では，これらの分析を基礎としつ

つ，人的資本の外部性を伴う社会ネットワークの

形成水準が内生的に決定される動学モデルを新た

に設定し，それを用いて，公企業や民間の非営利

企業の参入による外部性の内部化について考察す

る．この社会ネットワーク内に帰属する各生産組

織と各家計は，時間及び予算の制約下で生産水準

や社会ネットワークの形成水準を決定し，それが

ネットワーク内の所得や時間配分の均衡を決定す

目次

l.はじめに

2．外部性を伴う社会ネットワーク・モ

デル

2.l.生産組織と家計に関する基本的仮

定について

2.2.競争市場における均衡の導出(Casel)

3．社会ネットワーク形成と外部性の内

部化

3.l.公企業の参入(Case2)

32．民間の非営利企業の追加的参入

(Case3)

4．おわりに

l.はじめに

本稿の分析では，社会ネットワークの形成水

準が内生的に決定される経済動学モデルを用い

て，社会ネットワーク内に帰属する家計の人的資

本の外部性が所得水準及び社会ネットワークの形

成水準に与える影響を考察するとともに，バング

ラデシュの非営利法人企業グラミン・テレコム

'外部性を伴う経済成長，特に内生的成長理論を傭撤するにはその全般を論じたAghionandHowitt[1998]の包括的な説

明が参考になる．また経済成長と技術的スピルオーバーなどの分析については，現在でも前掲のRomer[1990]が必読

文献である．
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るが2，本稿の分析モデルでは現実の家計が可処

分時間の制約に直面している事実を踏まえ,(1)

社会ネットワーク形成とそのネットワークに帰属

する家計の人的資本投資との間に時間的なトレー

ドオフを設定する3．（2）また，以下の動学モ

デルでは，生産条件に影響を与える人的資本によ

る正の外部性が導入され，市場取引を通じて人的

資本の理想的な水準を達成し得ない状態が描写さ

れている．（3）さらに外部性を内部化する経済

,主体として，公企業（以下の事例の文脈では国営

|電話事業組織）や民間の非営利企業（例えばバン

グラデシュの非営利法人企業グラミン．テレコム）

の参入を仮定することで，制約条件下の再配分を

通じて，社会ネットワーク形成や外部性をもつ人

的資本の最適配分について考察する．ここでは，

公企業と非営利企業及び各家計が互いの経済行動

を所与とするナッシュ均衡(Nashequilibrium)

モデルから得られる均衡状態を導出すること

で4，所得，社会ネットワーク形成及び人的資本

|の定常状態(steadystate)について分析を加え

,ている．

BOP(baseoftheeconomicpyramid)という

用語が社会的企業(socialenterprise)の基本コ

ンセプトとしてメディアに現れて久しいが5，こ

のような事業の成功例として最も引用頻度の高い

事例の一つがバングラデシュの通信企業グラミ

ンフオン(Grameenphone)である．バングラデ

シュには国営電信電話会社のBTTBが存在して

いたが，相対的に所得水準の高い都市部で利益を

上げ，情報ネットワークの拡大，情報システムの

改善には等閑であったというのが電話通信業界で

の一般的な見方である．実際，電話を購入する際

には人的関係を要したり，想像しがたい程の時間

が必要とされた6．このような状況下で，グラミ

ンフォンはバングラデシュ国内に携帯電話という

情報財を普及させることで，都市部のみならず，

地方，そして農村地域にも新しい情報入手・伝達

の方法を与え，国内最大の通信企業にまで発展し

た．このような国々ではいわゆる携帯端末の普及

によって情報通信ネットワークが急速に拡大して

いるが，既に電話通信システムが十分発達してい

る欧米の国々，そして日本においても固定電話の

普及には非常に長い時間を要している7．この急

速な普及には固定電話から携帯端末への変化のみ

ならず,1989年に成立したデジタル携帯電話の統

一規格であるGSMの登場が大きく寄与しており，

Steinbock[2002,2010]などによれば，この統一

規格の採択がコストダウンを伴う生産拡大と価格

の低下に繋がったとされている8．

グラミンフォン9は，世界的な通信企業である

ノルウェーの営利企業テレノール(Telenor)と

グラミン銀行の非営利企業グラミン・テレコム

2社会ネットワークと外部性の分析を主旨とする本稿のモデル設定とは異なるが,Becker[1964]は時間制約下において

時間配分が内生化された経済分析を行った．これは，後に発展するこの領域の端緒となった最初の分析である．

3後述するバングラデシュの地方では，例えば農産物の生産量や舳質の改茜に詳しい知人に会って教えを乞うには多大な

時間を必要とする．本稿におけるモデル分析はこのような事例のみに限定される分けではないが，生産条件に影響を与

える人的資本である知識スキルの入手・伝達に高いコストが伴うバングラデシュの地方社会の情報ネットワークの状態

は，正に本稿の議論の対象である．

4公企業が家計の反応を読み込み戦略変数を決定するケースも考えられるが，このような仮定は動学モデルに矛盾をもた

らす．本稿では公企業及び民間の非営利企業及び各家計は互いの行動を所与として目的関数の最大化を行うと仮定して

いる．前者の仮定と動学モデルの矛盾についてはCalvo[1978]などが詳しい．

罰このBOPの定義や仔細については，巌初に提唱したとされるPrahalad[2004]を参照のこと．

6バングラデシュにおける電話通信業界が現在の状態に至る過程とグラミンフオンの仔細についてはKeoghandWood

[2005],Rahman[2010]及びHoq[2012]が詳しい．

ア藤井[1998,2005]によれば,H本における電話通信事業の開始は1890年まで遡るが，公衆電話，共有電話を利)Mした

期間が非常に長く，電話の個人所有の普及は1960年代以降に始まるとされている．欧米の電話通信の歴史については

,Fischer[1994],日本については前掲の藤井[1998,2005]が詳細に考察している．

l8この第2世代デジタル携帯GSMのみならず，第3世代デジタル携帯の蒋及については多数の文献で論じられているが，

｜例えば前掲のSteinbock[2002,2010]などが参考になる．

'9グラミンフオンならびに非営利法人企業グラミン・テレコムについて論じた文献は多数あるが，本稿では前掲のKeogh

andWood[2005],Rahman[2010]及びH()q[2012]を主として参考にしている．
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(GrameenTelecom)の合弁企業である．枇界に

2億人の加入者を有するテレノールが営利企業で

あることは衆知の通りであるが，グラミンフォン

は非営利企業と誤解されることも多い．この営利

企業テレノールと営利組織であるグラミン銀行の

非営利企業法人グラミン・テレコムとの合弁企業

がグラミンフォンであり，その構成は複雑である．

なおグラミン銀行は営利組織であるが,グラミン・

テレコムを含む20以上の関連部門組織の大部分が

非営利企業法人である．この後者のグラミン・テ

レコムは,1995年に非営利法人企業として設立さ

れl(),バングラデシュにおいてビレッジフォン・

プログラム(VillagePhoneprogram)の名の下で，

農村地域での携帯電話のレンタル，テレフォンセ

ンター設置などによる電話通信サービスの提供を

展開したパイオニアである．改善しつつあるもの

のバングラデシュの識字率は低く，特に農村部の

識字率が低い．このような状況下で，グラミン・

テレコムの上記事業が展開された．現時点で4,000

万人以上の加入者を持つこのグラミンフォンは，

この僅か10年で国内最大の通信企業に発展し，こ

のバングラデシュの情報ネットワークの急速な拡

大のなかでグラミンフォンのグラミン・テレコム

の事業が国際的に高く評価されるようになった．

以下の第2節では，本稿の新たな試みとして外

部性を時間配分の動学モデルに導入することによ

り，公企業の参入を明示的に扱い，これが蕪準と

なる市場均衡にどのような影響を与えるかを論じ

ている．第3節では，さらに非営利企業が追加的

参入した場合に，社会ネットワーク形成及び人的

資本ストックの水準の変化を通じて各家計の所得

水準がどのような影響を受けるのか，その厚生改

善の可能性について分析を加えている．最終節の

第4節では，これら分析の結果が持つ経済的含意

(implication)について簡単にまとめている．

2．外部性を伴う社会ネットワーク・モデル

2.1．生産組織と家計に関する基本的仮定について

人的資本から派生する外部性を導入する前に、

この社会ネットワーク内の代表的家計(represen-

tativehousehold)を設定する．この代表的家計

の効用〃は各期の消費水準C/と社会ネットワーク

形成の水準S/からなり，標準的な各条件a"/ac>

0,a"/aS>0,32"/aC2<0,a2"/aS2<O,

そして,lim!→()a"/aC=oo,lim!→oa"/as=ooを

満たすものと仮定する．また期内に生産された#ili

費財はすべて同期内に消費されるという，標準的

な動学モデルの仮定を用いる．このとき割引率を

6(<1)で表すと，この代表的家計の総効用は

次式のようになる．
○○

(1)U(c,,s,|rE[O,｡｡))=Z6'"(c,,sI)
r＝0

また各生産組織（あるいは社会ネットワークに

帰属する家計内生産）の生産条件F(HI,LI)は，

人的資本の蓄積量泓と労働量Z,/からなる一次|前1

次のコブーダグラス型生産関数であると仮定す

るll.ただし社会ネットワーク形成水準S/の1単

位当たり，すなわちl人当たりの人的資本水準，

労働時間，生産水準は各々 ル/,j!,y,で表す．各

生産組織の生産条件に影響を及ぼす外部性効果は

E'(Hf)>0,E"(HI)<0で表され，弾力性βが

一定の関数とする．このとき代表的家計の効用関

数と生産関数は次式のようになる．

(2)Z=E(Hi)F(HI,Li)

=E(HI)F(HI､!ﾉﾉ).

(3)J'I=E("i)/(ﾙﾉ,/I).

ここで各家計は，社会ネットワーク形成，人的

資本蓄積，及び時間制約について以下の状態にあ

'oこのグラミンフオンならびにグラミンテレコム設立の最大の貢献者は，既に高いI玉l際的評価を得て著名人となっている

バングラデシュ系米国人のイクバル・カディーアである．彼の計画そのものが，ノルウェーの巨大通信企業テレノール

とグラミン銀行のグラミン・テレコムの合弁事業化とグラミンフオンの組織設計の基盤となった．この組織設計と合弁

事業化のプロセスについては,Sullivan[2007]がその仔細と背景を詳しくまとめている．

'！ここではモデルから通常の資本を外し，替わりに人的資本を導入している．現実の生産は川資本の蓄積から成立してい

るが，人的資本の特徴，すなわち人的資本の外部性を際立たせるために，このような仮定を置いている．物的資本も導

入した分析等についてはAghionandHowitt[1998]などを参照のこと．
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るものとする．ただし，剛は社会ネットワーク

形成に要する時間を表している．またαiと6!は労

働と社会ネットワーク形成の時間配分比率であ

り，〃Iは人的資本蓄積に要する時間であり，各家

計の可処分時間はTである．また定数Aは単位

時間当たりの人的資本蓄積の効率性を表す指標で

ある．ここで社会ネットワーク形成関数S("z,)は，

S'(")>0,S"(")<0を満たし，その弾力性ぴ

は一定とする．

（4）/,＝α,弧加=6,T,

",=(1－ai-6I)T.

(5)S(")sI=S(M､)si=si+,,

A",hi=A(1－ai－6/)Tﾙ,＝〃,+］

2.2．競争市場における均衡の導出(Casel)

前節の仮定の下で，各生産組織は次式のよう

に生産量と賃金費用(",は単位時間当たり賃金）

の差からなる利潤兀Iの最大化を図り，前節の制

約条件の下で各家計は各期の効用からなる総効用

の最大化を図る．このとき各家計がナッシュ均衡

の状態にあるならば，各家計は労働時間/,,社会

ネットワーク形成に要する時間加,，人的資本蓄

積のための時間"iの流列|ル,加,"il¥=01から，初

期状態Ic｡,s｡|を所与として，次の各条件を満た

す均衡時間配分|/ｱ,"'ﾃ,〃f|:L｡|を選択している．

(6)Households:
○○

｜α,"|=argmaxZ"!"(c',sI)
｜α↑､67|7=0II=~O

(7)ProductiveOrganizations:

｜ﾉ|＝a鴨,野x[E(HMh‘,/)_",/f］

(8)/i=",T,"=6,T,

"i=(1－α,－6I)T.

(9)S("zI)sI=s,+,,A"!/ii="i+,,

cノー加r〃＋兀,．

この社会ネットワーク内に存在する各家計と各

生産組織の数について，各家計jは区間jE[O,x],

各生産組織ﾉは区間jE[O,z]に多数存在すると

仮定する．ただし各家計が自家生産を実施する場

合にはie[O,"=z]となる．このとき上式を満

たす労働需要量ﾉﾁと供給量/>の市場均衡条件は以

下の通りである．

(10)MarketEquilibriumConditions

/f=/i=/f,HI=a.

各生産組織は労働市場が提示する賃金を所与と

し利潤最大化を図る．このとき前期の時間投資に

よって人的資本水準は所与となっているので，生

産組織の労働需要量は次式を満たしている．

(ll)",=E(";)af(〃,,/f)/aﾉリ

しかしながら，ここでは通常の動学モデルとは

異なり前節で仮定した外部性の存在により，競争

市場均衡であるにもかかわらず各生産組織には流

列としての余剰兀tが生じている．

各家計は労働市場において提示される単位時

間当たり賃金Z"/を所与として効用最大化を図る．

このときのラグランジュアンLと横断条件は以下

の各式によって表すことができる．

CO

('2)L=Z"!|"(c',s,)+'![s(")s,-M]
／＝0

+",[A(1-α,－6/)T",－ｶi*,]

+",[z",α〃＋兀i-ci]|.

(13)lim6!ルS/寺,=0,limβ'β!"!+,=0.
／→、1－．“

ただし，これら各家計の効用最大化の操作変数

(controlvariable)は時間配分比率αﾉ,6，ならび

にC/であり,状態変数(statevariable)は社会ネッ

トワークの形成水準S/+1と人的資本ストックル,+！

である．このとき各家計の効用最大化問題の1階

条件ならびに上記の横断条件を満たす時間配分が

存在するならば,Caselにおける均衡経路上で

の定常状態j*,"z*ならびに〃＊を導出することが

できる．このとき外部性効果の弾力性βと社会

ネットワーク形成関数の弾力性びの増加は，労働

時間/*ないしは人的資本蓄積の時間〃＊を減少さ

せ，加＊を増大させる．社会ネットワーク形成関

数の弾力性ぴの上昇は配分時間”＊を増加させる
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が，これは労働時間j*や人的資本蓄積の配分時

間〃＊を減少させることで成立している．これは

前段の脚注3で述べたバングラデシュにおける地

方の事例に対応している、同じ財を生産している

仲間と相談したり，生産性向上のために有用な知

識を得るにも想像し難い多大な時間を必要とし，

このような行動選択は労働時間やスキルアップに

要する時間の減少を招くことになる．

3．社会ネットワーク形成と外部性の内部化

3.1．公企業の参入(Case2)

各家計と各生産組織は前節と同様の仮定の下に

あるとし，本節では国営電話事業組織などの公企

業が存在し，形成された社会ネットワークに帰属

する各家計の厚生を高めることを企図する理想的

な公企業であると仮定するl2.したがって公企業

の目的関数は，次式に示しているように各家計の

効用関数と同じであり，この公企業は前節の制

約条件の下で，各期における各家計の効用の総和

の最大化を目的とする．この公企業の存在は社会

ネットワーク形成に要する時間加iに影響を与え，

各家計の可処分時間の再配分を促すことになる．

このとき各家計と公企業のナッシュ均衡が存在す

るならば，この公企業が影響を与える社会ネット

ワークの形成に要する時間班,，人的資本蓄積の

ための時間"‘，そして各家計が決定する労働時間

ﾙの流列の均衡時間配分|/,”,”ず|壬01が以下

の諸条件から得られる．ただし各生産組織の利潤

最大化行動は前節のCaselの(7)式と同じなの

で省略している．

上記の条件(15)における最後の2式は，この公

企業の各家計からP,の収入を得る事業により各

家計の社会ネットワーク形成が改善され，それが

各家計に賃金換算したV"〃iの効果を与えるこ

とを意味している．換言すれば，この公企業の電

話通信事業は情報ネットワークを整備したり，電

話通信端末を普及させることで班iの単位当りの

効果を上昇させ，各家計は以前よりも効率的に

社会ネットワークを形成することが可能になり，

池iの変化を通して生産量の上昇をもたらす．こ

こで公企業が所与の生産条件や費用条件の下で情

報サービスを価格P#で供給すると仮定し，結果

に本質的な影響を与えないのでV=1とすると上

式が得られる．また以下では対価P/はニュメレー

ル財(numerairegood)であるy,の比率p!分（す

なわち'〃,）に等しいものと仮定する．このとき

上式の表記を用いると各家計の効用最大化行動は

次式のようになる．

(16)Households:
“

｜αf|=argmaxZβ'灘(c,,si).
｛αγ|γ=,)’1＝0

(17)/j=",T,"zr=ルュ

〃ノ=(1－α,-6,)弧A"i"I="!+,,

ci=(1－，!)(〃,〃＋兀,)+",脇．

定義より各家計の効用最大化を目的とする公企

業は，価格P,，すなわち比率',の操作によって6，

を変化させ，これを所与として各家計は社会ネッ

トワーク形成に要する時間班iを変更することで

可処分時間の再配分を行う．上記の(14)式と(15)

式から公企業にとっての目的関数の最大化行動の

ラグランジュアンLPは次式の通りである．

ｉ
〃７
ｉ
肋

、
－
〃
ｉ

Ｓ

ｙ

ｉ

ｉ

Ｃ

ｐ

く

り
｜
｜

〃
１
＄
’

四
マ
ム
帥
叶
〃

β岬
媚
州
伽

ｍｒ

ｒ
ｌ

Ｆ
ａ
凧
卍

●
刊
■
ユＣ

●
１
日
ユ

’
一
ｒ
ツ

ー

川
側
加
Ｑ

ｊ

ｊ

４
１５
１
く

Ｉ

○○

('8)LP=Z"|"(c,,s!)+ﾙ[S(6IT)si-s,判］
／＝0

+"![A(1－α,－6,)T〃,-"!+,]

'2本稿では各家計の効用水準，すなわち生活水準を高めようとする理想的な公企業を仮定しているが，先のバングラデシュ

の事例にある国営電話事業BTTBがこのケースであるとは看倣し難い．次節で述べるように，このような状況で各家計の

生活水準を思盧する非営利事業組織が参入することは厚生の改善をもたらす可能性が高い．本稿の分析の趣旨は，仮に理

想的な公企業が存在する場合でもこのような非営利事業組織の追加参入が厚生改善に寄与するかどうか考察することにあ

り，これはバングラデシュの国営電話事業BTTBに対するこれまでの見立てを含む，言わば拡張された分析である．
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＋の,[(1-A)(鋤〃＋兀,)+"#6,T-c!]|

各家計の効用最大行動の(17)式を用いると操作

変数はC/とα#に置き換えることができるので，状

態変数はﾙｫﾅ,となり，このときラグランジュアン

LHは以下のようになる．

○○

(19)LH=アβ'|"(c,,s,)
j＝O

+",[A(1－α‘-6,)Tﾉj,－",+,]

＋の,[(1－，，)("!〃＋兀,)+"!6IT-c,]|

公企業ならびに各家計の最適化問題の各1階条

件及び(13)式の横断条件，これらすべてを満たす

時間配分が存在し,Case2における均衡経路上

での定常状態/*，班＊ならびに〃＊を導出すること

ができる．このとき外部性効果の弾力性βと社会

ネットワーク形成関数の弾力性ぴの増減が労働

時間/*ならびに〃＊と〃＊に与える影響は前節と

同様の定性が保持されている．前節で導出した

Caselと本節で得られたCase2の結果から次の

命題が得られる．ただし，本節以降では各ケース

の指標を比較する際に添字l,2を付している．

Propositionl:

(i)〃↑<"';.

(ii)"f<";,/f>/:0γ"↑>"f,ﾉ↑</#

前段で説明した通り，この公企業の電話通信事

業は情報ネットワークを整備したり，電話通信端末

を普及させることで碗,の単位当りの効果を上昇さ

せる．したがって各家計は以前よりも効率的に社

会ネットワークを形成し得るので，これが班,の上

昇をもたらしている．ただし柳*の上昇は/*か〃＊

の減少を通じて可能になるので，これが(ii)の結

果に現れている．次に社会ネットワーク形成の水

準の成長率ダと人的資本ストックの成長率g"を比

較する．

Proposition2:

(i)gi<9;.(ii)91:9:

この結果は,(i)脇の変化を通して社会ネッ

トワーク形成の成長水準を以前よりも上昇させ，

(ii)この"*の上昇は/*か〃*のいずれかを減少

をさせるので，パラメータの組み合わせによって

は人的資本ストックの成長率g"が低下する可能

性もあることを示している．本稿ではモデル内に

外部性を明示的に導入しているので，これが(ii)

のような複雑な結果を生み出している．

ここで2.1節で仮定したように生産条件が人的

資本の蓄積量〃と労働量L/からなる外部性効果

をもつ一次同次のコブーダグラス型生産関yt=B

(Hf)'"#LI-'であることを考盧すると，所得成長

率g(/=1,2)は次式によって表される．また

各家計の消費水準の成長率gfは所得成長率gｿに

等しいことも次式より確認できる．

(20)9!=B("4"
B(H;)""?LI-'

-(¥)(z鵲卿三‘）
（

=gi

最終的な均衡時間配分|ﾉず,'"ず,〃ず|γ=0}は煩雑

なので，以下のように各均衡解の表記を簡単に

すると，所得成長率gリ(/=1,2)は次式(22)

のようになる．

(21)T/城三Mγ,T/嫁三Ⅳ,"To("+8)+"=D

(22)gツニD/[(〃ず)｡('+8)(〃ず)']=gf.

ここで2.1節と同様の方法でCaSelとCase2に

おける一人当り所得成長率91と9;を比較すると，

以下の命題が得られる．

Proposition3:

gigg;-(";/"1)｡('+8)≦(Ⅳ↑/Jv;)'

この結果は生産条件を決定するβに対して外部

性効果を決定するβが充分大きい場合には9ﾔ＞

9;が成立し得ることを示している．このように理

想的な公企業であっても，外部性の内部化はある

範囲内において機能するのであって，過度の外部

性が存在する場合には必ずしも理想的な内部化を
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達成できないことが分かる．これは，各生産組織

の生産条件や各家計の制約条件を完全に知ってい

る公企業が適切な条件を提示しても，それを所与

として各家計が意思決定を行う限り，必ずしも理

想的な内部化に至らない場合があることを意味し

ている．また，この結果から類推できることであ

るが，外部性が存在しない場合，すなわちβ＝0

のときに91=9;が成立し，この公企業の参入は

一人当り所得成長率を改善しない(Corollaryl).

外部性が存在しないときには競争均衡に歪みが生

じないので，それを是正する公企業が参入する理

由がなくなり,参入の摩擦費用が存在するならば，

それは負の効果を生み出すことになる．

これまでの分析結果と上の命題から充分推察で

きるが，家計の効用最大化を目的とする理想的な

公企業であっても各家計の効用水準の減少を招く

ケースも同様に描写できる．ここで各家計の効用

が動学モデルにおいて通常利用される対数型効用

関数(c,とSiの弾力性は各々αとγ）であると仮

定しl3,ここで0期の効用水準を〃(co,so)で表すと，

各家計の効用は以下のように表すことができる●

00

(23)U(C,,S'|r)E[O,oo))=Z""(C!,S')
r＝0

○○

＝zβII"(co,so)+log[S("zf"÷’
／＝O

A獄')"'A〃']’
○○

=O(co,so)－Zβ'log""(IM)
／＝0

CC

Zβ'log["↑厭'1'.'wf”←ﾂ］
／＝0

上式のように表すと，各家計の効用水準の差は

最後の負値をとる2項により決定するのが分かる．

ここでCaselにおける家計の効用水準[/i(ci,s,|r)

E[O,oo))とCaSe2における効用水準U@(ci,s!|r)

E[O,oo))を比較すると,以下の条件式が得られる．

Proposition4:

Ui(Ci,S!|/E[O,oo)≦凸(C1,SII/)E[O,oo))<=>

(鶚)…‘≦(鵲)…(芸)｡Ⅷ州‘“
この結果は，前段の所得成長率と同様に過度の

外部性が存在する場合には必ずしも効用水準を改

善しない場合があることを意味している．また外

部性が存在しない場合，すなわちβ=0のときに

[/i(Cr,Silr)E[O,oo))と[ﾉ2(C!,S,|r)E[0,oo))が等

しくなり，このとき公企業の参入は各家計の効用

水準を改善しない(Corollary2).

3.2．民間の非営利企業の追加的参入(Case3)

前節と同様の仮定の下で，各生産組織の利潤最

大化行動については（7）式を用いる．前節の仮定

と異なる点は，民間の非営利企業の追加的参入が

存在することである．この非営利事業組織は社会

ネットワークに帰属する各家計の厚生を高めるた

めに,人的資本蓄積に要する時間",に影響を与え，

各家計の時間配分の変化を通して効用水準の上昇

を図る．したがって非営利企業の目的関数は，以

下に示すように各家計の効用流列の総和と同じで

あり，公企業についても前節と同様の制約条件の

下で，各期における各家計の効用の最大化を図る

ものとする．このとき初期状態Ico,solを所与と

して，各家計，公企業，そして非営利企業の3者

によるナッシュ均衡が存在するならば，この公企

業が影響を与える社会ネットワークの形成に要す

る時間班,，非営利企業が影響を与える人的資本

蓄積のための時間"‘，そして各家計が決定する労

働時間/#の流列の均衡時間配分|ﾉ,〃,〃γ|ｱー 0｝

が以下の諸条件から得られる．以下，必要なとき

には公企業と非営利企業の変数に各々添字PとⅣ

を付している．

(24)PublicFirm
”

|'fl=argmax現β'"(cI,sI)
｜"』|γ=01／=0

'3以下では，表記の簡便化から対数遡効用関数を用いるが，例えばコブーダグラス型効用関数を用いても，以下の結果が

本質的に異なることはない．種々 の効用関数の性質についてはAghionandHowitt[1998]などを参照のこと．
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ので，これを所与を所与として各家計は社会ネッ

トワーク形成に要する時間畑と人的資本蓄積に要

する時間",を変化させることで可処分時間の再配

分を行う．上記の(24)式，（25)式ならびに(26)式

から公企業の最大化行動を表すラグランジュアン

LPと非営利企業の最大化行動を表すが『は次式の

通りである．ただし，表記を簡潔にするために非

営利企業については最小化行動に変換している．

上記の条件(26)における最後の各式は，前節と

同様に公企業は各家計からのPf対仙非営利企

業は対価Pを得る事業を行うことで各家計の社会

ネットワーク形成ならびに人的資源ストック水準

の上昇を図り，前節と同様の意味で各々が各家計

に賃金換算したV@"〃,の効果とWh,÷,の効果与え

ることを意味している．換言すれば，公企業の電

話通信事業は，情報ネットワークの整備や電話通

信端末を普及させることで以前よりも効率的な社

会ネットワーク形成を促し，さらに人的資本の蓄

積水準の上昇を促すようなサポートサービスを各

家計に提供し，剛のみならず"Iに対する直接的な

変化を通して生産条件の改善を図る．前節では所

与の生産条件や費用条件の下で公企業が価格Prで

情報サービスを供給すると仮定したが，本節では

公企業がPf,非営利企業はP>'で各々 のサービス

を提供し，ニュメレール財であるy/の比率〆分と

比率が分に等しいものと仮定する．また表記を簡

単にするために，前節と同様に一方のvのみを固

定してV=1とする．このとき上式の表記を用い

ると各家計の効用最大化行動は次式のようになる．

'(27)Households:
OO

Iαγ|=argmaxZ""(c,,s').
Iaf|7=IIII~=~O

(28)ji="iT,"=6,T,

〃ノ=(1－α,－6')ZA",〃/=="汁,，

cf=y/-'か！-〃ｼ/+伽〃!+W〃!÷,．

○○

(29)L"=Z6'|"(c,,s')+ﾙ[S(6,T)si-s!+,]
／＝O

＋〃,[A(1－α,-6,)Th,－"!+,]

＋の,[J',－'fy!-'対,+z"r6tT+Wﾙ!刊一cI]|

帥が－n,l｡|Z"'･j"
*Z'!｡恩["f[M"(8*')Ⅳ評"'')

このとき各家計は労働時間に対する賃金”I，

社会的ネットワークの形成に要する時間"Z/の配

分比率6,,さらに人的資本の蓄積水準〃!+,に対す

る非営利企業の，》，とwなど，これらを所与とし

て効用最大化を図る．このときラグランジュアン

LHは以下のようになる．

○○

('9)L"=E6!|"(r|,s,)
／＝0

＋〃,[A(1－aI－6,)Th,－ﾉzt+,]

+',[y,－，かI-p"'+2",6,T+w"!+,-c,]|

公企業と非営利企業ならびに各家計の最適化問

題の各1階条件及び前節で用いた横断条件(13)

式，これらすべてを満たす時間配分が存在し，

Case3における均衡経路上での定常状態/*,"I*

ならびに〃＊を導出することができる．このとき

前節で導出したCaselとCase2の結果と比較す

ることで，以下の2つの命題が得られる．

定義より各家計の効用最大化を目的とする公企

業は価格Pf,すなわち比率〃の操作によって6!

を変化させ，また非営利企業は価格Pﾀ，すなわ

ち比率が‘の操作（これはwの操作も意味する）

によって人的資本蓄積の水準〃!+,に影響を与える

Proposition5:

(i)人的資本蓄積水準〃‘+,を考慮する民間

の非営利企業が追加参入して価格が'の

サービスを提供するならば,Case2の
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一人当り所得成長率が改善され,92<

9;が成立している．

(ii)人的資本蓄積水準〃,+,を考盧する民間

の非営利企業の追加参入(Case3)は，

Case2における各家計の効用水準を改

善し，このとき必(Ci,SrlrE[O,oo))<

[/i(c,,s,|rE[O,oo))が成立している．

以上の結果は，前節のCase2のような公企業

の参入によって発生する所得水準や社会的ネット

ワーク形成の水準からなる状態を所与として，非

営利企業が追加参入して適切な価格でサービスを

提供するならば更に改善可能な水準が存在するこ

とを示唆している．換言すれば，上記の結果は外

部性効果の強さを表すβの強弱に関わりなく，状

態を改善し得る，非営利企業が提示すべき価格

Pが存在することを意味している．また上記の

諸式では触れなかったが，外部性の程度βの増加

に伴い，非営利企業が提示すべき最適価格P＃『が

増加することを確認できる．これは公企業が強い

外部性の下では巧く内部化することが困難にな

り，このような場合には非営利企業に再配分する

ことで外部性の内部化を改善できるからである．

既に参入している公企業に対して新たな参入組織

が異なる戦略変数を持っていることが，このよう

な結果を発生させる重要な要因になっているl4.

ここで前節の命題と上記の命題を用いると，以下

の系が得られる．

Corollary3:外部性の程度が大きいために公企業

の参入によって所得水準や効用水準が改善されな

い場合でも（すなわちCaselにおいてgi>giが

成立している),Caselの所得成長率や効用水準

が改善可能な，非営利企業が提供するサービスの

価格Pが存在する．すなわち91<9§を満たすP》『

が存在する

上記の結果は，理想的な公企業の参入が無効

であり,Caselの状態の改善が困難な場合でも，

戦略変数が異なる事業組織（ここでは民間の非営

利企業）が追加的に参入することで改善される可

能性があることを示している．

4．おわりに

社会ネットワークや人的資本ストックが高い水

準にある社会は内生的(endogenious)に生活水

準の持続的(sustinable)な上昇を獲得できるが，

初期段階において社会ネットワークと人的資本ス

トックが低水準にある社会はこの状態に移行する

ことが非常に困難であり，そのテイクオフ(take

off)には充分な社会ネットワーク形成や人的資本

蓄積を促す意図的な外生的要因を必要とする．換

言すれば，このような経済は何らかの外生的与件

の変化によってのみ生活水準改善の途に着くこと

が可能になることを意味する．例えば，他の経

済エリアから相当量の新知識・新技術が伝播し

た場合，また第三者である公的組織が家計内時間

配分の意思決定に介入し，ある種の社会制度が確

立する場合，さらに他国からの開発援助政策など

もこれに相当する．このような経済分析上の含意

(implication)は，公的組織の参入，例えば本論

の文脈では国営電話事業組織などの参入を支持す

ることに繋がる．しかしながら，このような公的

介入が常に最善なのかどうか明示的に分析される

ことは少ない．本稿では，分析モデルに公企業を

導入するための前提として，社会ネットワーク形

成の影響を受ける人的資本の「外部性」を仮定し

た．このようなモデル設定の下で，公企業のみな

らず民間の非営利企業の参入についても明示的な

分析を加えることで，これらの参入によって社会

'4バングラデシュのグラミンフォンは，最初に述べたように営利企業であるテレノールと非営利法人企業グラミン・テレ

コムとの合弁企業である．具体的には，自前の通信ネットワークを所有していないグラミン・テレコムがグラミンフォ

ン（実質的にはテレノール）からプリペイドを大量に購入し,多様な電話通信サービスを地方,農村地域に提供している．

こような事業活動の総称がビレッッジフオン・プログラムである．地方，農村部の生活水準の改善に寄与することを使

命(mission)とする非営利法人企業グラミン・テレコムは本稿の設定と重なるが，情報ネットワークを有するテレノー

ルは営利企業であり，前節で設定した公企業と看倣すことはできない．しかしながら，最初に述べたように（脚注12を

参照のこと）各家計の生活水準の向上を考えた場合，情報ネットワークの展開を図る企業が営利企業であれば，この非

営利企業の存在は一層強い効果を持つことにになる．
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ネットワーク内の厚生水準がどのような影響を受

けるか考察することが可能になる．

公企業や民間の非営利企業の参入による2つの

ケースを設定し，所得水準，人的資本ストックの

成長率及び社会ネットワーク形成水準の定常状態

を比較すると，所得水準（あるいは家計の効用水

準）の観点から，社会ネットワークの形成水準が

低すぎるケースが存在する.本来の目的である｢外

部性を内部化し，最適化を図る再配分」を主旨と

する公企業が理想的な再配分を実行した場合でも

社会ネットワークの形成水準が過小（あるいは過

大）になり得る．本稿で描いた経済は，バングラ

デシュのように公的機関の采配によって社会ネッ

トワークの形成が低水準に留まり，その結果，家

計の生活水準の成長率を停滞させてしまうケース

を含んでいる．このとき民間の非営利企業の参入

は社会ネットワークの形成水準と人的資本ストッ

クの蓄積水準を改善し，各家計の所得成長率ない

しは効用水準を上昇させるケースが存在する．本

稿において，このような分析結果が得られるの

は，過少な社会ネットワークの形成水準が発生す

るケースを明示的に取り扱えるように，動学モデ

ル内に現実に存在する外部性を設定しているから

である15.

｜この先,情報化の意味するところが，さらに複

雑な情報伝達システムを構築することにあるなら

ば各家計，各企業の知識・スキルから発生する外

部性は増大するかも知れない．また，前段で述べ

たように情報伝達コストの低下は社会ネットワー

クの形成水準に強い影響を与え，この点からもこ

れまで以上に外部性は増大する可能性がある．本

稿ではシンプルな形で描写されているが，このよ

うな推測が的を得ているならば，社会ネットワー

ク形成と人的資本蓄積の双方の社会的配分の歪み

を是正するには，これまで以上に多様な対応が求

められることになる．
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